
３．研究環境関係



JAXA大型研究施設の共用化（1/2）宇宙科学研究所・大学共同利用システムによる共用施設・設備
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→航空実験場（大樹）

打上げ実験場としての射場（内之浦）

ロケット燃焼試験場（角田・能代・種子島）

衛星システム試験場（つくば・相模原）

大樹航空宇宙実験場

（航空機飛行実験、気球実験等）

内之浦宇宙空間観測所

（観測ロケット実験）

角田宇宙センター

（液体ロケットエンジン試験等）

能代ロケット実験場

（ロケットエンジン試験等）

種子島宇宙センター

（ロケットエンジン試験等）

筑波宇宙センター・相模原キャンパス

（衛星システム環境試験設備）

参考）JAXAの保有する実験場
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○事業内容

・ 長期宇宙滞在に向けた技術の蓄積、及び国の戦略的な科学技術政策に貢献する

研究開発に重点化し、長時間の微小重力や高真空といった特殊な宇宙環境を活

用した科学実験や地球・宇宙観測を行います。これらにより、新たな科学的知見の

獲得、国民生活・社会課題解決への貢献、有人宇宙技術・宇宙探査技術の獲得、

宇宙関連産業の振興、青少年の教育・啓発、国際協力等の多様な成果を得ること

ができるよう進めています。

日本実験棟「きぼう」（イメージ）

 
船内保管

室

船内実験室

ロボットアーム

船外実験

ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ

事業イメージ・具体例

国

交付金・補助金

JAXA

資金の流れ

〇 科学技術イノベーション戦略へ貢献します（加齢疾患とエピゲノム情報等との相関

性の解析、再生医療における立体培養・組織形成等）。

〇高品質タンパク質結晶生成実験や超小型衛星放出などの確立したサービスの高

頻度化・定期化に加えて、新しいサービスの開発を進め、利用の質・量・多様性を大

幅に向上させることにより、民間企業の利用拡大・成果創出へ貢献します。

〇国際的な利用機会の拡充、長期宇宙滞在技術（宇宙医学、火災安全等）の実証に

より、国際プレゼンスの向上へ貢献します。

○ＩＳＳ計画にアジアで唯一参加し、着実な成果を創出することで、我が国の国際的

プレゼンスの向上に寄与しています

期待される効果

文部科学省研究開発局

宇宙利用推進室

03-６７３４-４１５６

○2019年度は、前年度に引き続き「きぼう」の運用、「きぼう」で

の実験実施、及び今後計画されている実験の準備や装置・

機器の開発、並びに 日本人宇宙飛行士のISS長期滞在

（2019年以降、野口宇宙飛行士や星出宇宙飛行士の長期滞

在ミッションを予定）、養成・訓練等を実施します。

日本実験棟「きぼう」（JEM）

事業期間（昭和62年度～（運用段階） ）

平成31年度予算案 運営費交付金 2,622百万円、国際宇宙ステーション開発費補助金 8,919百万円

合計 11,541百万円（平成30年度予算 11,583百万円）

○国際宇宙ステーション（ISS）計画は、日

本･米国・欧州・ロシア・カナダの5極の

政府間協定に基づき、地球周回低軌道

上（約400km）に有人宇宙ステーション

を建設、運用、利用する国際協力事業

であり、我が国は、「きぼう」や宇宙ス

テーション補給機「こうのとり」（HTV)を

開発・運用することで計画に参加してい

ます。

○新たな日米協力の枠組みについての

米国政府との合意及び宇宙基本計画

工程表の改訂（平成27年12月8日）に
基づき、我が国は2024年までのISS運
用に参加することを決定しています。

事業概要・目的
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日本実験棟「きぼう」の概要



① 2020年までに研究開発基盤として定着させる

• 地上では実証できないことや地上で捉えられない現象を宇
宙実験で解明し、新たな概念や価値を創出できる利用

サービスを確立。

• 将来の低軌道利用に向けて、産学官との連携を通じて、
より大きな研究成果の創出を目指す。

② 2024年までに利用サービスの一部が自立化している

• 外部機関が、自立的・継続的にエンドユーザへの利用サー
ビス提供や自己利用を行い、安定的な利用需要が創出

され、市場形成が図られている。

• 将来の地球低軌道利用の経済活動拡大に向けた橋私
先として、きぼうが貢献している。

研究開発基盤として定着

(2020年頃まで)

プラットフォームを用いた利用サービスの一部自立化(2024年頃まで)

「きぼう」の利用サービスの

一部自立化(2024年頃まで)

低軌道プラットフォーム

官民共同事業化（ISS後）

現在 2020 2024 ・・・
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きぼう利用戦略 ～低軌道活動の発展



• 利用者開拓から衛星放出まで一貫したサービスを提供する事業者を2社選定。事業展開中。
• 2018年度下半期に、事業化に向けた事業者RFPを実施予定。2020年度から民間サービス提供を想定。

• 新たな需要獲得に向けた技術開発が進行中（膜タンパク質、地上の結晶化技術の取り込み）

• 実験装置の自動化(省力化）を検討中（遠隔操作・解析自動化）。
• コストがかかる状況を考慮し、ヒトに頼らない実験環境を考慮していく。

• SDGsへつながる貢献策を実施（国連との小型衛星放出協力）
• SDGsアクションプラン2019に記載
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民間事業へ

• 3回の小動物ミッションを成功裏に実施。今後、Partial-G,軌道上解剖などを実施予定
• 実験機会が少ないなか、未使用サンプルのサンプルシェア募集を実施。

民間事業へ

• 引き続きチャレンジングな研究獲得に向け、年1回のテーマ公募を実施。
• FS期間、支援規模の見直し中

取組状況～利用のプラットフォーム化・・など～


